
◆所得区分ごとの利用者負担上限額

◆高額介護（予防）サービス費等の支給を受けるためには申請が必要です
・支給の対象となる方には、サービスを利用した月の約３か月後にお知らせをお送りしますので、必要な手続き
を各区役所介護保険課で行ってください。
・原則申請は初回支給時のみで、２回目以降は申請が不要になります。

◆高額介護予防サービス費相当の事業
　総合事業の訪問型サービスや通所型サービスを利用している方は、計算により該当した場合、高額介護予防
サービス費とは別に高額介護予防サービス費相当事業分が支給される場合があります。

「課税所得(※2)」690万円（年収約
1,160万円）以上

「課税所得(※2)」380万円（年収約
770万円）～「課税所得(※2)」690
万円（年収約1,160万円）未満

現役並み所得相当(※1)で
あり、世帯内に右記に該当
する第１号被保険者がいる
場合

「課税所得(※2)」380万円（年収約
770万円）未満

上記以外の市町村民税課税世帯の場合

・生活保護を受けている場合
・15,000円への減額により生活保護の被保護者とならない場合
　（境界層）

・世帯全員が市町村民税非課税で、本人の前年の「課税年金収入額」
と年金以外の「合計所得金額（※3）」の合計が80万円以下の場合
・世帯全員が市町村民税非課税で、老齢福祉年金を受給している場合

・世帯全員が市町村民税非課税の場合
・24,600円への減額により生活保護の被保護者とならない場合
　（境界層）

（※1）「現役並み所得相当」とは、「課税所得（※2）」が145万円以上の第1号被保険者がいて世帯内の第1号被保険者の収入
が単身で383万円以上（2人以上の場合は520万円以上）の場合をさします。

（※2） 「課税所得」とは、収入から必要経費(公的年金等控除・給与所得控除等)や所得控除を差し引いた金額です。
（※3）判定に用いる「合計所得金額」は、④ページの欄外（※3）と同様です。
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　1か月ごとの利用者負担が一定の上限額(下表)を超えるときには、「高額介護(予防)サービス費」
が払い戻されます。同一世帯に複数の利用者がいるときは、世帯の上限額となります。
　対象となるのは、在宅サービス、施設サービス(食費•居住費などを除く)、地域密着型サービスの利用
にかかる１割から３割の利用者負担です。
　特定福祉用具購入•住宅改修費における利用者負担は対象になりません。

利用者負担が高額になったとき

高額介護（予防）サービス費高額介護（予防）サービス費高額介護（予防）サービス費高額介護（予防）サービス費
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所　得　区　分

15,000円
（境界層のみ）

24,600円

15,000円

15,000円

140,100円

93,000円

44,400円

24,600円

24,600円

140,100円

93,000円

44,400円

44,400円 44,400円

個人の
負担上限額

世帯の
負担上限額

◆特定入所者介護（予防）サービス費の注意事項

◆この制度の対象者

◆この制度の対象となるサービス
〇介護老人福祉施設　〇地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護　〇介護老人保健施設
〇介護医療院　　〇短期入所生活介護・療養介護　 〇介護予防短期入所生活介護・療養介護

◆負担限度額（日額）

・特定入所者介護（予防）サービス費の適用を受けるためには申請が必要です。
・減額認定の有効期間は、原則として申請日の属する月の初日から次の7月31日までです。引き続き減額の
認定を希望される場合は、毎年更新申請していただく必要があります。

・基準費用額(32ページ参照)を超えた金額を施設に支払った場合には、保険の給付対象となりません。また、
交付を受けた認定証に記載された負担限度額を超えた金額を施設に支払った場合にも、同様に給付の対象
となりません。

・保険料を2年以上滞納し、保険給付額が減額されている方は、対象となりません。
・利用者負担段階が第4段階の方でも施設に入所(短期入所を除く)した場合には、他の家族の方が生活困難
に陥らないよう、入所した方の負担限度額を軽減できる制度があります(一定の要件があります)。

〈　〉内は（介護予防）短期入所生活介護・療養介護の場合

（※1）配偶者は別世帯または事実婚の配偶者を含みます。
（※2）判定に用いる「年金」は障害年金、遺族年金等を含みます。
（※3）判定に用いる「合計所得金額」は、④ページの欄外（※3）と同様です。
（※4）２号被保険者の預貯金等の金額の要件は単身 1,000万円、夫婦 2,000万円となります。

利用者
負担段階

第１段階

施設と利用者との契約によって決定します

食　費

300円

390円
〈600円〉

　650円
〈1,000円〉

1,360円
〈1,300円〉

820円

820円

1,310円

490円

490円

1,310円

490円

490円

1,310円

0円

370円

370円

320円

420円

820円

1,310円 1,310円 1,310円 370円820円

居住費（滞在費）

多床室従来型個室
特養等

ユニット型
個　室

ユニット型
個室的多床室 老健・療養等

第２段階

第３段階①

第３段階②

第４段階

利用者
負担段階

第１段階

第２段階

第３段階①

第３段階②

第４段階

被保険者の所得状況等

生活保護を受けている方 要件なし
老齢福祉年金受給者の方

本人・配偶者（※1）、または世帯の中に市町村民税課税者がいる方

本
人・配
偶
者（※

１
）・世
帯

全
員
が
市
町
村
民
税
非
課
税

預貯金等の金額の要件（※4）
単　身 夫　婦

1,000万円以下 2,000万円以下

650万円以下 1,650万円以下

550万円以下

500万円以下

1,550万円以下

1,500万円以下

本人の前年の「年金（※2）」の収入額と
年金以外の「合計所得金額（※3）」の
合計が80万円以下の方
本人の前年の「年金（※2）」の収入額と
年金以外の「合計所得金額（※3）」の
合計が80万円を超え120万円以下の方
本人の前年の「年金（※2）」の収入額と
年金以外の「合計所得金額（※3）」の
合計が120万円超の方

特
定
入
所
者
介
護（
予
防
）サ
ー
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ス
費
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　この制度の対象となるサービスの食費・居住費（滞在費）について、所得状況等に応じた負担限度
額（下表参照）の認定を受けることで、その額を超える費用が、介護保険から「特定入所者介護（予防）
サービス費」として給付されるようになります。

介護保険施設への入所・短期入所の食費・居住費の減額

特定入所者介護（予防）サービス費特定入所者介護（予防）サービス費特定入所者介護（予防）サービス費特定入所者介護（予防）サービス費


